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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期
第１四半期
累計(会計)期間

第48期
第１四半期
累計(会計)期間

第47期

会計期間

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成23年
３月１日
至平成23年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成23年
２月28日

売上高（百万円） 760 1,121 3,744

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△78 30 △77

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
△68 29 △158

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
－ － －

資本金（百万円） 647 647 647

発行済株式総数（千株） 4,691 4,691 4,691

純資産額（百万円） 4,821 4,717 4,731

総資産額（百万円） 6,148 6,319 6,139

１株当たり純資産額（円） 1,034.581,012.341,015.44

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△14.70 6.25 △34.03

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 7.00

自己資本比率（％） 78.4 74.7 77.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△36 23 95

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
0 △14 △14

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△61 △29 △73

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
238 323 344

従業員数（人） 145 136 137

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社には関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。

４．第47期第１四半期累計（会計）期間及び第47期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第48期第１四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年５月31日現在

従業員数（人）     136

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

品目
当第１四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

　前年同四半期比（％）　

防災用電線（千円） 269,665 158.1

通信用ケーブル（千円） 183,090 125.7

計装・制御用ケーブル（千円） 637,043 165.7

その他（千円） 83,401 96.9

合計（千円） 1,173,200 149.2

　（注）１．金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当社は、電線の製造及び販売をする事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

　

(2）受注状況

　当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

品目
当第１四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

前年同四半期比（％）

防災用電線（千円） 243,024 153.6

通信用ケーブル（千円） 171,211 124.1

計装・制御用ケーブル（千円） 635,985 166.0

その他（千円） 71,075 88.1

合計（千円） 1,121,297 147.5

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当社は、電線の製造及び販売をする事業の単一セグメントであるため、品目別に記載しております。

　　　　３．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割

合は次のとおりであります。　

相手先

前第１四半期会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

泉州電業株式会社 233,270 30.7 386,039 34.4

株式会社フジクラ 79,692 10.5 128,263 11.4
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1)　業績の概況

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、一部で緩やかな景気回復の兆しが見られたものの、雇用情勢や所

得環境は依然厳しい状況で推移いたしました。また、３月11日に発生いたしました東日本大震災の影響により、景

気の先行きは不透明感が一層高まり、予断を許さない状況が続いております。

　当社におきましては、震災の影響による電線需要の拡大により受注が増加し、売上高、利益共に前年同期を上回

る結果となりました。

　当第１四半期会計期間の売上高は1,121,297千円（前年同期比47.5％増）、営業利益26,449千円（前年同期は営

業損失87,018千円）、経常利益30,404千円（前年同期は経常損失78,827千円）、四半期純利益29,121千円（前年

同期は四半期純損失68,494千円）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末の総資産残高は6,319,191千円となり、前事業年度末残高6,139,595千円に対し、

179,595千円増加いたしました。この主な要因は、受取手形及び売掛金66,235千円、商品及び製品44,416千円及び

原材料及び貯蔵品101,414千円等の増加要因に対し、現金及び預金21,248千円及び有形固定資産14,620千円等の

減少要因が相殺されたことによるものであります。

　当第１四半期会計期間末の負債残高は1,601,719千円となり、前事業年度末残高1,407,665千円に対し、194,053

千円増加いたしました。この主な要因は、支払手形及び買掛金168,973千円等の増加によるものであります。

　当第１四半期会計期間末の純資産残高は4,717,471千円となり、前事業年度末残高4,731,930千円に対し、14,458

千円減少いたしました。この主な要因は、その他有価証券評価差額金10,959千円等の減少によるものであります。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、323,151千円となり、前事

業年度末と比して21,233千円の減少となりました。

　当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、得られた資金は23,553千円（前年同期は36,577千円の支出）となりました。これは主に税引

前四半期純利益30,404千円、減価償却費38,039千円、賞与引当金の増加額13,890千円及び仕入債務の増加額

169,301千円等の増加要因に対し、売上債権の増加額66,235千円及びたな卸資産の増加額163,836千円等の減少

要因が相殺されたものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、支出した資金は14,928千円（前年同期は316千円の収入）となりました。これは主に有形固

定資産の取得による支出13,949千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、支出した資金は29,823千円（前年同期は61,853千円の支出）となりました。これは主に配当

金の支払額28,938千円によるものであります。

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5)　研究開発活動

　当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、4,520千円であります。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間に、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年７月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,691,555 4,691,555
㈱大阪証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 4,691,555 4,691,555 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年３月１日～

平成23年５月31日
－ 4,691,555 － 647,785 － 637,785

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

①【発行済株式】

 平成23年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       31,500 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式    4,654,800 46,548 　－

単元未満株式 普通株式        5,255 － 　－

発行済株式総数 4,691,555 － －

総株主の議決権 － 46,548 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が77株含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本電線工業株式会社
大阪府大東市御領１丁目

10番１号
31,500 － 31,500 0.67

計 － 31,500 － 31,500 0.67

　（注）　当第１四半期会計期間末現在の所有株式数は31,500株であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
３月

４月 ５月

最高（円） 325 308 290

最低（円） 185 255 248

　（注）　株式会社大阪証券取引所市場第二部における、最高・最低株価であります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

　　　退任役員

役　　名　　 職　　名 氏　　名 退任年月日

取締役
営業本部東京営業所所長　　

　　
津　田　照　夫 平成23年５月31日　
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成22

年３月１日から平成22年５月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 230,756 252,005

受取手形及び売掛金 1,369,911 1,303,675

有価証券 92,395 92,379

商品及び製品 221,426 177,010

仕掛品 89,363 71,358

原材料及び貯蔵品 211,485 110,070

その他 10,825 10,761

貸倒引当金 △4,410 △4,199

流動資産合計 2,221,753 2,013,062

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,133,031 1,140,308

構築物（純額） 54,377 56,720

機械及び装置（純額） 225,371 228,279

車両運搬具（純額） 5,201 5,738

工具、器具及び備品（純額） 22,220 23,775

土地 2,421,030 2,421,030

有形固定資産合計 ※1
 3,861,231

※1
 3,875,851

無形固定資産 22,677 26,926

投資その他の資産

その他 213,538 223,757

貸倒引当金 △9 △2

投資その他の資産合計 213,529 223,754

固定資産合計 4,097,437 4,126,533

資産合計 6,319,191 6,139,595

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 890,587 721,614

短期借入金 300,000 300,000

未払金 55,454 50,825

未払法人税等 2,529 7,371

賞与引当金 22,666 8,776

その他 32,095 26,932

流動負債合計 1,303,333 1,115,519

固定負債

退職給付引当金 107,089 100,331

役員退職慰労引当金 189,116 189,116

その他 2,179 2,697

固定負債合計 298,386 292,146

負債合計 1,601,719 1,407,665
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成23年５月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 647,785 647,785

資本剰余金 637,785 637,785

利益剰余金 3,475,264 3,478,762

自己株式 △15,128 △15,128

株主資本合計 4,745,705 4,749,204

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △28,233 △17,274

評価・換算差額等合計 △28,233 △17,274

純資産合計 4,717,471 4,731,930

負債純資産合計 6,319,191 6,139,595
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

売上高 760,029 1,121,297

売上原価 680,339 912,846

売上総利益 79,690 208,451

販売費及び一般管理費 ※
 166,708

※
 182,001

営業利益又は営業損失（△） △87,018 26,449

営業外収益

受取賃貸料 － 1,074

保険解約返戻金 2,893 －

助成金収入 4,607 3,354

その他 1,591 1,321

営業外収益合計 9,092 5,751

営業外費用

支払利息 901 796

賃貸収入原価 － 963

その他 － 35

営業外費用合計 901 1,795

経常利益又は経常損失（△） △78,827 30,404

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △78,827 30,404

法人税、住民税及び事業税 1,283 1,283

法人税等調整額 △11,616 －

法人税等合計 △10,332 1,283

四半期純利益又は四半期純損失（△） △68,494 29,121
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△78,827 30,404

減価償却費 43,554 38,039

貸倒引当金の増減額（△は減少） △777 217

賞与引当金の増減額（△は減少） 27,781 13,890

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,380 6,758

受取利息及び受取配当金 △59 △24

支払利息 901 796

為替差損益（△は益） － 35

売上債権の増減額（△は増加） 238,972 △66,235

たな卸資産の増減額（△は増加） △38,473 △163,836

仕入債務の増減額（△は減少） △212,011 169,301

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,744 △3,887

その他の流動資産の増減額（△は増加） 3,173 △70

その他の流動負債の増減額（△は減少） △17,526 3,630

その他 16,287 239

小計 △32,130 29,258

利息及び配当金の受取額 59 24

利息の支払額 △864 △790

法人税等の支払額 △3,641 △4,939

営業活動によるキャッシュ・フロー △36,577 23,553

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △531 △13,949

保険積立金の積立による支出 △124 △124

保険積立金の解約による収入 642 820

貸付けによる支出 △50 △2,200

貸付金の回収による収入 380 160

その他 － 364

投資活動によるキャッシュ・フロー 316 △14,928

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △60,968 △28,938

その他 △884 △884

財務活動によるキャッシュ・フロー △61,853 △29,823

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △35

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △98,113 △21,233

現金及び現金同等物の期首残高 336,291 344,385

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 238,177

※
 323,151
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計

基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しておりま

す。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

　　

【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

（四半期損益計算書）

前第１四半期累計期間において、区分掲記していた営業外収益の「保険解約返戻金」は、金額に重要性がなくなった

ため営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

なお、当第１四半期累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険解約返戻金」の金額は363千円であります。

　

　

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末における棚卸資産の棚卸高の算出に関しては、実地

棚卸を省略し、前事業年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法に

より算定しております。棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明

らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法に

よっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

　定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前事業年度以降に経営環境等か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度

において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法

によっております。

　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成23年５月31日）

前事業年度末
（平成23年２月28日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,303,072千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,269,282千円で

あります。

２　受取手形裏書譲渡高 156,721　千円 ２　受取手形裏書譲渡高 185,402　千円

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

運　　賃 25,919千円

給与手当 46,039千円

賞与引当金繰入額 8,547千円

退職給付費用 5,802千円

運　　賃 34,447千円

給与手当 48,465千円

賞与引当金繰入額 4,563千円

退職給付費用 5,434千円

貸倒引当金繰入額 217千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年５月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年５月31日現在）

現金及び預金勘定 145,842千円

有価証券 92,335千円

現金及び現金同等物 238,177千円

現金及び預金勘定 230,756千円

有価証券 92,395千円

現金及び現金同等物 323,151千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年

５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　4,691,555株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式   　　　　　　31,577株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1)　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日

定時株主総会
普通株式 32,619 7 平成23年２月28日平成23年５月27日利益剰余金

(2)　基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後とな

るもの

　該当事項はありません。

（金融商品関係）

　　　　当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）

　　　　　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

　

（有価証券関係）

　当第１四半期会計期間末（平成23年５月31日）

　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年５月31日）

(追加情報)

当第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

　

当社は、電線の製造及び販売をする事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成23年５月31日）

前事業年度末
（平成23年２月28日）

１株当たり純資産額 1,012.34円 １株当たり純資産額 1,015.44円

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △14.70円 １株当たり四半期純利益金額 6.25円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額         

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △68,494 29,121

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
△68,494 29,121

期中平均株式数（株） 4,660,153 4,659,978

（重要な後発事象）

　当第１四半期会計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年５月31日）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年７月15日

日本電線工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊與政　元治　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電線工業株式会

社の平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第47期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電線工業株式会社の平成22年５月31日現在の財政状態、同日をもって終了する

第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間の経営成績並びに第１四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に

表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年７月15日

日本電線工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊與政　元治　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　　雅春　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電線工業株式会

社の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第48期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年３月１日から平成23

年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電線工業株式会社の平成23年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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